
地域コミュニティ活性化に資する新たな住まい創出支援事業

申請手続の手引[第３版]

申請書類作成の際のポイントをまとめました。
申請書類の作成に当たっては，必ずこの手引をご確認ください。

～申請者の皆様へ～

１ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため，可能な限り，申請書等
は郵送により提出いただくよう，御協力お願いします。

２ 申請時に修正等を求める場合がありますので，印鑑をご持参くださ
い。

３ 本補助金は先着順となります。

補助申請の総額が予算の上限に達した場合等は，申請受付期間
内であっても，申請受付を締め切る場合があります。
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〇転用工事前（宿泊施設）

□の全てに当てはまる場合は，４ページ『〇転用工事後（住まい等）』
を御確認ください。

□ 旅館業法の宿泊施設であること

（令和２年４月１日時点で廃業している，又は未竣工のものを含む。）

例：旅館，ホテル，簡易宿所，下宿営業の用に供する施設

□ 京都市の区域内にあること

□ 令和２年４月１日以降に住宅等（オフィスや店舗の併設も可）

への転用工事に着手予定であること

＝＝＝＝以下に当てはまる場合は，補助対象外となります。＝＝＝＝

×住宅宿泊事業法の届出住宅である

×令和２年３月３１日までに転用工事に着手している

×対象建築物において，過去に本補助金を受けている

×国又は地方公共団体から本申請の補助工事箇所と同じ部分

で平成２２年４月１日以降に補助金を受けている

×国又は地方公共団体が所有する建築物であること

１－１ 補助対象となる要件（宿泊施設の状況）
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〇転用工事後（住まい等）

□に当てはまる場合は，同ページ『１－２ 補助対象となる要件（対象対象期間）』を
ご確認ください。

□住宅として使用すること （店舗，オフィスの場合は，併設可能）

※ただし，共同住宅は，住宅部分の面積がそれ以外の部分の面積より大き

いことが必要。（補助対象建築物の類型は，６ページ参照）

※補助事業の終了後１０年以内は，住宅等として使用し続けていただく必要

があります。

補助対象建築物の工事と設計の着手時期と申請との関係について，以下の

とおり類型しています。着手時期により補助対象外の場合もありますのでご注

意ください。対象の工事，設計がある場合は，５ページ『１－３ 補助対象と

なる要件（申請対象者）』をご確認ください。

ア 補助対象建築物の転用の設計及び工事の着手時期が令和２年４月１日

以降の場合

⇒ 設計：対象

工事：対象

イ 補助対象建築物の転用の設計の着手が令和２年３月３１日以前で，工事

の着工時期が令和２年４月１日以降の場合

⇒ 設計：対象外

工事：対象

ウ 補助対象建築物の転用の設計及び工事の着手が令和２年３月３１日以前

の場合

⇒ 設計：対象外

工事：対象外

１－２ 補助対象となる要件（補助対象期間）
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□のいずれかに該当する者であることが申請対象者の要件となります。当てはまる
場合は，６ページ『２ 補助対象建築物の類型』をご確認ください。

□所有者

➢補助対象建築物の □賃貸借の借主

□使用貸借の借主

□購入しようとする者

□賃借しようとしている者
➢補助対象建築物を

□使用貸借しようとしている者

□借り受け，地域コミュニティに資する住宅として活用を行う
者に賃貸しようとする者（サブリース事業者）

注意!!
➢申請者が補助対象建築物の所有者以外（他に共有者がいる場合も含

む）の場合には，補助対象建築物の所有者及び賃貸借又は使用貸借
の借主の同意が必要です。

➢申請時に購入等を予定している者は，利用する予定であることを証す
る書面の提出が必要です。

➢本市の広報において事例として紹介することに承諾いただく必要があ
ります。（所有者の承諾も必要です。）。

➢補助事業の終了後１０年以内は，住宅等として使用し続けていただく
必要があります。

➢京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等であって
はなりません。

１－３ 補助対象となる要件（申請対象者）
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【４類型に分類した中で当てはまる建築物により補助金の上限額が変わります。】

当てはまる建築物の上限額は，８ページ『３対象建築物の補助上限額及び工事種別』を
ご確認ください。

□ 戸建て住宅
➢定義： 一戸建て及び長屋建て

□ 京町家等
➢定義：ア及びイであること

ア 建築年次 昭和２５年１１月２２日以前の木造建築で現に存し，又は現に建築修
繕若しくは模様替え工事中であること

イ 工 法 伝統的軸組構法によって建築された母屋，離れ又は蔵の木造建築物
※条件を満たしているかは，申請時に提出する写真で確認します。

□ 共同住宅

□ 特定共同住宅
➢定義： 共同住宅のうち階数が３階以上かつ住戸数が１５戸以上

申請建築物がどの類型に該当するか等，御不明な点がございましたら，
御相談ください。

２ 補助対象建築物の類型

※寄宿舎・下宿（改修後の住戸内に台所，浴室，便所が備わっていないもの）
の取扱い

本補助金では，良質な住環境を整備するため，台所，浴室，便所の３点が揃って
いる範囲を１住戸として取り扱います。
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◆共同住宅の床面積の考え方◆

〇共同住宅（特定共同住宅を含む。）は，転用工事後の住宅の延べ床
面積が住宅以外（オフィスや店舗）の延べ床面積を上回ることが必要
です。

住宅及び住宅以外の延べ床面積には，共用部分の床面積は除きま
す。

（参考） 【転用工事後】４階建ての非戸建て住宅
・３階と４階に住宅が延べ６戸
・２階にオフィスが３室
・１階は駐車場

・３階及び４階の住宅の専用部分と共用部分

～ 算出式 ～

全体の床面積 ― （１階駐車場＋２，３，４階の共用部分） ＝ 専用部分の床面積
の床面積 の床面積 （Ａ）

（Ａ） ＝ ３階，４階の住宅の ２階のオフィスの
（専用部分の）床面積 ＋ （専用部分の）床面積

（Ｂ） （Ｃ）

（Ｂ） ＞ （Ｃ） であれば対象です。

４階

３階

２階

１階

住宅 住宅 住宅

住宅 住宅 住宅

ｵﾌｨｽ ｵﾌｨｽ ｵﾌｨｽ

駐車場

住宅の専用部分

住宅以外の専用部分

駐車場は共用部分となるため
計算対象外

住宅 住宅 住宅ｴ ﾚ
ﾍﾞｰﾀ

共用廊下

住宅の専用部分

住 宅 の 共 用 部 分 は
計 算 の 対 象 外



注意!!

➢宿泊施設として未竣工の場合は，補助対象工事に要する，費用は補助対象とな
りません。（補助対象工事に要する設計費等については補助対象となります）。

※ 設計費等が補助対象になります。

＜補助上限額＞ １５万円

＜補助上限額＞どちらか低い額

３００万円又は

１５万円 × 住宅として転用する
改修前の客室数

＜補助上限額＞
●京町家の場合
１戸あたり１００万円
●戸建て住宅（長屋）の場合
１戸あたり１５万円

ただし，設計費等は，１５万円を上限と
する。

＜補助上限額＞
●京町家の場合 １００万円
●戸建て住宅の場合 １５万円

補助対象工事がなく設計のみ
はい

い
い
え

共同住宅に転用する はい

い
い
え

対象建築物が長屋である はい

い
い
え

３ 対象建築物の補助上限額及び工事種別

⑴ 補助上限額

建築物により補助金額が異なるため以下のフローチャートをご確認ください。
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補助対象工事 対象となる部位

ア 住 宅 設 備 改 修 工 事
台所設備，浴室設備，洗面所設備，便所設備，洗濯機設備

（洗濯機本体は除く。）

イ そ の 他 設 備 改 修 工 事
給排水設備，換気設備，電気設備（照明器具除く。），ガス設

備，消防用設備，作業で必要となる床等の復旧

ウ 内 部 改 修 工 事 壁，床，天井，間仕切り，建具及び収納造作

エ 外 部 改 修 工 事 屋根，外壁，建具（オートロック玄関など），ごみ置き場

オ 不 要 な も の の 撤 去
玄関帳場（施設外玄関帳場を含む。），宿泊施設名に関する

看板・表札，各改修工事に伴う廃材

カ そ の 他 各改修工事に伴う仮設

補助対象外のもの・・・照明器具，エアコン，テレビ，洗濯機，
冷蔵庫等，取外しが容易な家具等の動産，清掃，併設する駐
車（輪）場の整備工事 など
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⑵ 工事費算出方法

⑶ 補助対象工事（例）

・ 補助対象工事の合計額（補助率３/４）
・ 補助対象工事に要する設計費等の合計額
（どちらも，その額に1,000円未満の端数があるときはその端数を切り捨てた額とする）



⑷ 設計費等（例）

※１ 協議者の日当
・ 日当については，補助単価の上限を１日２７，９００円としま
す。最大３日分まで計上することができます。（実績報告の単位は，１日
か半日のいずれか）

事業に要する経費 内容

キ 設計料 ・ 設計図面の作成費用（補助対象工事と一体となっ

て施工する工事の設計を含む。）

ク 手数料 ・建築確認申請手数料

（民間の確認検査機関に支払った手数料）

ケ 地域との協議に要する経費

・協議者の日当（※１）

・協議の会場費用

（要綱第４条第４項に規定する協議とする）

補助対象外のもの・・・登記手数料，茶菓，消耗品 など

10
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【工事施工者（請負人）】

➢ 京都市内に本店又は主たる事務所を置く事業者（個人の事業者を含む。）で
あること。

➢ 下請負人が京都市内に本店又は主たる事務所を置く事業者（個人の事業者
を含む。）である場合や申請者が自ら施工する場合も対象とします。

※ 補助対象建築物の工事に，９月１３日までに着手している場合は，工事

施工者の要件を満たす必要がありません。

※ 設計業者については，要件はありません。

【申請者本人】

➢ 申請者が自ら施工する場合は，材料調達及び施工を一部委託に要する費
用のみ補助対象とします。

① 補助対象者は，改修後の補助対象建築物を使用しようとする者に，地域活

動に関する情報を提供してください。

② 交付申請の際に，地域コミュニティに資する取組を第３号様式にて提案してく

ださい。

③ 特定共同住宅（３階以上かつ１５戸以上）の場合は，工事着手までに地域

自治組織（学区自治（会）連合会等）と地域コミュニティに資する取組につい

て協議を行ってください。

実績報告の際に，②，③地域コミュニティに資する取組結果について，報告し

てください。

～協議の流れ～

事前の交付申請
書類提出・審査。

審査後，交付決
定通知書を発行

地域自治組織の
代表者の連絡先
をご案内。

京都市が地域自治組
織の了解を得た上で
ご案内します。

工事に着手

４ 工事施工者の要件について

５ 地域コミュニティに資する取組について



６ 申請手続の流れ

⑨実績報告書の受理
実績報告を審査のうえ，

「補助金交付額決定通知書」を京都市（まち再生・創造推進室）から送付し
ます。

⑩補助金の交付
指定の口座に振込
⑨実績報告書を受理してからお振込みまで約１箇月かかります。

⑪補助金の受領

安
す
ま

京
都
市

申
請
者

①事前相談
電話にて御相談ください。
また，来所して御相談される場合は，必ず予約をお願いします。

②交付申請書類の提出
交付申請に必要な書類＊を提出（＊１３ページ参照）

③交付申請書類の受理
工事内容，予定工事費等を審査のうえ，
・補助金交付の可否，補助額

が記載された「交付決定通知書」を京都市（まち再生・創造推進室）から送
付します。(特定共同住宅の場合は地域自治組織の連絡先もお伝えします。)

⑤地域自治組織との協議（特定共同住宅の場合）
地域自治組織と協議を行ってください。

【工事中の注意】
・工事中に交付決定の工事内容を変更せざるを得ない状況が生じた場合は
ただちに報告してください。（＊１４ページ参照 ）

・手続を行わずに工事を進めた場合は補助の対象とできません。

⑦実績報告書の提出
工事完了後，速やかに交付に必要な書類＊を提出（＊２５ページ参照）

※④，⑤の報告も必要になります。
⑧請求書を提出
「補助金請求書」の提出（＊２８ページ参照）

申
請
者

申
請
者

安
す
ま

申
請
者

申
請
者

審査期間
は約２週間

審査期間
は約２週間
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⑥工事着工
「交付決定通知書」を受取り，工事に着手できます。
（特定共同住宅の場合は，⑤の協議を終了後に工事着工できます。）
注：交付決定通知の日から，令和３年３月１５日までに実績報告書を提出する必要があります。

④地域自治組織への地域コミュニティに資する活動の提案
町内会等に提案してください。

Ｓｔｅｐ２

Ｓｔｅｐ１

Ｓｔｅｐ０（事前相談）



７ 交付申請の必要書類について

必要な書類 書類作成上の注意点等

①
交付申請書

（★第１号様式）
• １７ページの記入例を参考にしてください。

② 付近見取図
• 縮尺１／２５００程度の補助対象建築物の所在地の分かる地図。住宅地図で

も可。

③
旅館業法の宿泊施設であっ

たことが確認できる書類
• 旅館業法に基づく申請書類又は宿泊施設として建築確認申請を行った書類

④
所有者等であることを

証する書類の写し

• 所有者の場合

⇒補助対象建築物の登記事項証明書（登記事項要約書及び登記情報提供

サービスによる印刷物は不可）

• 賃貸者及び使用貸借の借主の場合

⇒賃貸者及び使用貸借の契約書

• 賃借・使用貸借・購入の予定者の場合

⇒契約書又は利用する予定であることを証する書面

⑤
※京町家等のみ

建築年を証する書類

• 補助対象建築物の登記事項証明書（登記事項要約書及び登記情報提供

サービスによる印刷物は不可），確認済証，検査済証等で，昭和２５年１１月２

２日以前に着工された建築物であることが確認できるもの。

⑥
誓約書

（★第２号様式）
• １９ページの記入例を参考にしてください。

⑦
地域コミュニティに

資する活動の提案書

（★第３号様式）

• ２０ページの記入例を参考にしてください。

• 記入欄に収まらない場合は，別紙書類としてホッチキス止めして提出してくだ

さい。

⑧
補助金額算出書
（★第４号様式）

• ２１ページの記入例を参考にしてください。

⑨

補助事業に要する

費用の見積書等

＜コピーでも可＞

• 「交付申請額算出書」の補助対象工事費等の根拠となる書類です。

• 見積書には，発行元の押印（法人にあたっては社印）が必要です。

• 工事着手済みの場合は，見積書に代えて，補助事業に係る請負契約書の写

しを提出してください。

※利用する工事種別ごとの工事費が分かるよう，補助対象工事の種別ごとに分

けてください。

⑩
補助対象建築物の

現況図面及び計画図面

• 縮尺１００分の１程度の図面。

• 図面には，補助対象となる全工事箇所，工事内容を明記してください。

• 長屋の場合は，長屋１棟全ての住戸の確認のため，１棟全体の平面図の提

出をお願いします。

• 共同住宅の場合は，平面図（住宅部分の面積がオフィスや店舗部分の面積

より大きいことがわかるもの）の提出をお願いします。

⑪

補助対象建築物の全景写真

（転用前に宿泊施設であった

ことがわかるもの）

• 補助対象建築物の転用前の状況を確認するために必要です。

⑫
承諾書

（★第５号様式）
• ２２ページの記入例を参考にしてください。

◎申請時の一覧表（申請時に提出してください。⑤は京町家等のみ提出。）
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※登記事項証明書は，発行から３箇月以内のものを提出してください。また， 1/2，2/2等のページ番号が記載され

たものは，全てのページを添付してください。

※宿泊施設の運営状況に応じて提出書類が異なりますので，１６ページ「10 宿泊施設の運営状況による提出書類の分類」

を御確認ください。



８ 変更承認申請及び休止等報告について

必要な書類 書類作成上の注意点

①
補助事業変更等報告書

（★第６号様式）
• ２３ページの記入例を参考にしてください。

②
（変更後の）

補助金額算出書
（★第４号様式）

• ２１ページの記入例を参考にしてください。

③

（変更後の）

補助事業に要する
費用の見積書等
＜コピーでも可＞

• 「補助金額算出書」の数字の根拠となる書類です。
• 見積書には，発行元の押印（法人にあっては社印）が必要です。
• 工事着手済みの場合は，見積書に代えて，補助事業に係る請負契約
書の写しを提出してください。

※利用する工事種別ごとの工事費が分かるよう，補助対象工事の種別ご
とに分けてください。

④
（変更後の）
計画図面

• 寸法を記入してください。
• 図面には，補助対象となる全工事部位，工事内容を明記してください。

〇変更承認申請が必要な場合

・交付申請の内容（工事範囲等）を変更又は，交付予定額に変更が生じる場合，必ず『補助事
業変更等報告書（第６号様式）』を提出してください。

□補助事業の内容又は経費の変更に係る報告

（例） ・ 施工箇所の変更

・ 工期の変更

・ 元請負人の変更

・ 補助対象経費の増減

※工事等経費が増減した場合は，補助金額も変更します。（交付予定額が変わらない

場合は，変更の申請は不要です。）

例２ 変更内容 ： 修繕費の追加例１ 変更内容 ： 修繕箇所の追加

補助対象工事費 交付予定額

変更前 100,000 円 100,000 円

変更後 160,000 円 150,000 円

補助対象工事費 交付予定額

変更前 250,000 円 150,000 円

変更後 280,000 円 150,000 円

↓

交付予定額に変更あり

↓
交付予定額に変更なし

〇補助事業の休止・廃止報告が必要な場合

・交付申請の工事費等を休止又は廃止する場合は，必ず『補助事業休止・廃止報告書（第７号様
式）』を提出してください。

●変更があった場合の提出書類

14

変更申請不要変更申請必要



必要な書類 書類作成上の注意点

①
実績報告書

（★第８号様式）
• ２５，２６ページの記入例を参考にしてください。

②
補助事業に要した費用

の内訳を示す書類
• 工事の種別ごとに作成してください。

③
補助事業に係る

請負契約書の写し

・契約書には双方の押印が必要です。
・申請又は変更承認申請時に提出し，変更がない場合は，提出は不
要です。

④

補助事業に要した費用を

支出したことを証する

領収書等の写し

• 申請者が，工事請負契約書・内訳書に記載されている金額を支
払ったことを確認するために必要です。

• 工事施工者の受領印が必要です。

• 記載する金額は，契約金額と一致させてください。一致しない場合，
但し書きで補助対象工事に要する費用を明記してください。

⑤

補助対象建築物の全景写真

（転用後に住宅等であることが

わかるもの）

• 補助対象建築物の転用後の状況を確認するために必要です。

⑥
補助対象工事の実施状

況を示す写真及び写真

撮影方向図

• 補助対象工事を行った部分ごとに工事前，工事後の写真を分かり
やすくまとめてください。（補助対象工事の施工状況が分かりにく
い場合は，工事中の写真も提出してください。）

• 写真は，A4版の台紙に貼り付けてください。
また，写真の横には，写真番号，工事部位や工事内容，工程など，
簡単な説明を記入してください。

• 写真の撮影位置・方向が分かるよう，写真撮影方向図を添付して
ください。

⑦
連絡調整状況報告書

（★第９号様式）
• ２７ページの記入例にならって作成してください。

⑧
工事施工者の要件を満た
していることが分かる書類 ※上記書類で確認できない場合に限る。

⑨
補助金請求書

（★第１０号様式） • ２８ページの記入例にならって作成してください。

どこをどのように工事した
のかが分かるように，各工
事工程で同じ視点から写
真を撮影してください。

９ 実績報告（工事完了後の手続）の必要書類について

• 字句を修正する場合は，「二重線」で抹消のうえ，訂正印を押してください。
ケズリや塗り消し，修正液・修正テープでの修正は認められません。

• 全てボールペン等で記入してください（こすって消えるペンは不可） 。

• 特定共同住宅や大規模建築物（増築又は用途変更に係る部分の床面積
の合計が1,000平方メートルを超えるもの）は，「中高層建築物の建築等に
係る住環境の保全及び形成に関する条例」による届け出が必要です。

• 令和３年３月１５日までに実績報告が必要です。実績報告が期限内に終
了できない場合は，補助金が交付できません。

完了報告時提出書類一覧表
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時期 必要な書類

転用前の宿泊施設

必要な場合と

書類作成上の注意点
廃
業
済

廃
業
予
定

開
業
前

未
竣
工

申請時

１３ページの

③，⑤以外
● ● ● ●

③旅館業法に基づく申請書 ● ● ― ―

⑤建築確認申請書 ― ― ● ●

実績報告時

１５ページの

④以外 ● ● ● ●

④領収書

の写し

補助対象工事

＋

設計費等

● ● ● ―
• 契約書の金額と一致させて
ください。

設計費等のみ ― ― ― ●

転用前の宿泊施設の運営状況により提出書類が異なりますので以下の表を参考にご提出くだ
さい。

● ：提出
― ：不要

１０ 宿泊施設の運営状況による提出書類の分類
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○申請者の住所は郵便の
届く住所としてください。

○日付は受付窓口に提出す
る日を記入してください。

○スタンプインクやゴ
ム印は不可。
○印影が不鮮明であ
れば，右横に押し直
してください。
○法人等の場合は，
法人等の名称及び代
表者の役職を現した
印を押印してください
（法人印と法人名の
ない代表者印を組み
合わせて押印するこ
とも可）。法人等で申
請の担当者がいる場
合は，担当者欄も記
入してください。

○建物の所在地は，
登記事項証明書など
の確認資料と一致さ
せてください。

○建築年は，登記事
項証明書などの確認
資料と一致させてくだ
さい。

○客室数は旅館業法
に基づく申請書又は建
築確認申請書の内容
と一致させてください。

１１ 交付申請書（第１号様式）の記入例

○代理で申請される場
合は，委任状欄に記入
してください。

◆補助金額算出書
（第４号様式）にも同じも
のがあります。

○住居の形態
【Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ】と

宿泊施設運営状況
【①，②，③，④，⑤】

17



○元請負人につ
いて記載してく
ださい。
○元請負人が
京都市外の事
業者の場合は，
下請負人リスト
を添付してくださ
い。

○添付書類が
全て揃っている
か確認のうえ，
チェック☑してく
ださい。
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○内容を確認し
てください。

○交付申請書
（第１号様式）
に使用した印と
同一のものを
使用してくださ
い。

１２ 誓約書（第２号様式）の記入例

19



○取組内容は具体的に記載してください。
【例】
・居住者やオフィス使用者に対して，町内会への加入
を奨励する。
・会議室を町内会に貸し出す。
・町内会の防災器具庫などの設置スペースを敷地内に
設ける。
・災害時等の避難場所として施設を提供する等の協定
を締結する。
・所有者が町内会等の協力金を支払う。

○交付申請書
（第１号様式）
に使用した印と
同一のものを
使用してくださ
い。

１３ 地域コミュニティに資する提案書（第３号様式）
の記入例

20

申請書による提案時には，地域自治を担う住民組織（町
内会等）と提案内容についての協議は不要です。交付
決定後に協議を行い，実績報告時に京都市へ報告して
ください。



○工事等の種別ご
とに，記載してくだ
さい。
○見積書又は，契
約書についても工
事種別ごとに補助
対象工事の額が分
かるように，マーカ
ー等で示してくださ
い

１４ 補助金額算出書（第４号様式）の記入例

◆申請書（第１号様式）
と合わせて

○住居の形態
【Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ】と

宿泊施設運営状況
【①，②，③，④，⑤】

のいずれかにチェッ
クし，（Ａ）に金額を
記入してください。

21

■参考事例■

契約書の金額を施工業者が値引きした場合は，補助対象工事を値引きした時は，補助金
額算出書の修正が必要となります。
補助対象工事と非補助対象工事のどちらの値引きかが不明確な場合は，それぞれの金額
を按分して減額することとなります。



○交付申請書
（第１号様式）
に使用した印と
同一のものを
使用してくださ
い。

○関係権利者全て
の同意を得てくださ
い。

○内容を確認し
てください。

１５ 承諾書（第５号様式）の記入例
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○申請書の住所と同一に
してください。

○日付は受付窓口に提出す
る日を記入してください。

〇交付決定通知書を
転記してください。

【補助事業を変更した
場合に限る】

○補助行為変更承認
通知書に記載の通知
日及び文書番号を記
入してください。

○変更事項が内容又
は経費に関するもの
は，上部をチェックし，
それ以外は下部にチ
ェックを入れてください
。

１６ 補助事業変更等報告書（第６号様式）の記入例

23

○スタンプインクやゴ
ム印は不可。
○印影が不鮮明であ
れば，右横に押し直
してください。
○法人等の場合は，
法人等の名称及び代
表者の役職を現した
印を押印してください
（法人印と法人名の
ない代表者印を組み
合わせて押印するこ
とも可）。法人等で申
請の担当者がいる場
合は，担当者欄も記
入してください。



○申請書の住所と同一に
してください。

○日付は受付窓口に提出す
る日を記入してください。

○交付決定通知書を
転記してください。

【補助事業を変更した
場合に限る】

○補助行為変更承認
通知書に記載の通知
日及び文書番号を記
入してください。

○休止又は廃止につ
いて，理由を記入して
ください。

１７ 補助事業休止・廃止報告書（第７号様式）の記入例
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○スタンプインクやゴ
ム印は不可。
○印影が不鮮明であ
れば，右横に押し直
してください。
○法人等の場合は，
法人等の名称及び代
表者の役職を現した
印を押印してください
（法人印と法人名の
ない代表者印を組み
合わせて押印するこ
とも可）。法人等で申
請の担当者がいる場
合は，担当者欄も記
入してください。



○申請書の住所と同一に
してください。

○日付は受付窓口に提出す
る日を記入してください。

○交付額決定通知書
に記載の金額を記入
してください。

○工事の着工日及び
完了日を記入してくだ
さい。

１８ 実績報告書（第８号様式）の記入例

○交付決定通知書に
記載の通知日及び文
書番号を記入してくだ
さい。

【補助事業を変更した
場合に限る】

○補助行為変更承認
通知書に記載の通知
日及び文書番号を記
入してください。申請書による提案時には，相手方（町内会等）と提案内容

について協議は不要ですが，交付決定後に協議を行って
いただき地域コミュニティに資する活動（協議結果及び協
議後の活動内容）を京都市へ報告してください。
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○スタンプインクやゴ
ム印は不可。
○印影が不鮮明であ
れば，右横に押し直
してください。
○法人等の場合は，
法人等の名称及び代
表者の役職を現した
印を押印してください
（法人印と法人名の
ない代表者印を組み
合わせて押印するこ
とも可）。法人等で申
請の担当者がいる場
合は，担当者欄も記
入してください。



○添付書類が
全て揃っている
か確認のうえ，
チェック☑してく
ださい。
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○日付は受付窓口に提出す
る日を記入してください。

申請者の氏名を記入し
てください。

○地域自治組織の代
表者と連絡を取った方
を記入してください。

○地域自治組織の代
表者の団体名及び氏
名を記入してください。

○実施した内容をチェックし
てください。

１９ 連絡調整状況報告書（第９号様式）の記入例

27

○申請書の住所と同一に
してください。

※要綱第４条第４項２号に規定する報告（特定共同住宅のみ）



○日付欄は，担当者の指示
に従って記入してください。
提出時は，未記入でお願いい
たします。

○請求額については
，担当者の指示に従
って記入してください。
提出時は，未記入で
お願いいたします。

○補助金の振込先を
記入してください。
※誤りのないよう記載してください
。

２０ 補助金請求書（第１０号様式）の記入例

○交付決定通知書に
記載の通知日及び文
書番号を記入してくだ
さい。

【補助事業を変更した
場合に限る】

○補助行為変更承認
通知書に記載の通知
日及び文書番号を記
入してください。

28

○スタンプインクやゴ
ム印は不可。
○印影が不鮮明であ
れば，右横に押し直
してください。
○法人等の場合は，
法人等の名称及び代
表者の役職を現した
印を押印してください
（法人印と法人名の
ない代表者印を組み
合わせて押印するこ
とも可）。法人等で申
請の担当者がいる場
合は，担当者欄も記
入してください。
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○ 補助事業の内容に変更があった場合の手続について

• 交付申請の内容（工事範囲や内容，工事費等）を変更し，交付予定額に変更

が生じる場合は，当該工事を行う前に必ず変更申請書を提出してください。変

更申請が完了しないと実績報告を行うことはできません。

○ 申請の際の注意点について

• 交付申請や実績報告の手続の際に，記載内容の訂正が必要となることがあり

ますので，訂正印（申請者又は代理人の印鑑）を必ずお持ちください。

• 各申請においては，郵送による申請を受け付けていますので，御利用ください。

• 各申請書の写しはあらかじめご自身で用意をしてください（提出後にコピー等

はできません）。

• 令和３年３月１５日までに実績報告を行ってください。なお，来年度への繰越は
認められません。実績報告が期限内に終了できない場合は，補助金が交付で
きません。

• 本補助金は先着順となります。補助申請の総額が予算の上限に達した場合等
は，申請受付期間内であっても，申請受付を締め切る場合があります。

• 補助事業の終了後１０年間は，住宅等を別の用途に使用してはいけません。

発行：京都市都市計画局まち再生・創造推進室

２１ その他の注意点


